
日本のシェルター整備の方向（案）

① 個別家庭用シェルター
② 少人数用共有シェルター
③ 大人数用共有シェルター

① 地上型シェルター
② 半地下型シェルター
③ 地下型シェルター

① 自然災害用シェルター
② 人為災害用シェルター
③ 武力攻撃用シェルター

脅威区分

規模区分 設置場所区分

１ シェルター整備の優先度の高い地域
① 災害発生確率が高い地域（関東、南海トラフ被害地、富士山噴火被害地）
② 原子力発電所の近傍（九州、関東、関西を重視）
③ ミサイル攻撃等が予想される場所
（米軍、自衛隊基地の近傍、データセンター、自治体庁舎等）

④ 地下施設の少ない都市部地域（ミサイル攻撃等から避難場所無し）

検討の組織：一般財団法人災害支援財団
一般社団法人レジリエンスジャパン推進協議会
ＮＰＯ法人核シェルター協会

㈳ﾚｼﾞﾘｴﾝｽｼﾞｬﾊﾟﾝ推進協議会

NPO法人核シェルター協会

予算確保及び国の強靱化部門と調整
（内閣官房、総務省、国交省、防衛省等）

ハード面（施設の標準化、建設支援等）
（議員連盟、建設業界等）

２ 今後の実施事項

① シェルターの整備に関する提言準備
② シェルター整備の協議会等の設置（情報共有、作業協力）
③ シェルター整備の実行(自治体との調整、企業調整、資確保等)

３ 実施の順序（案）

① 南海トラフ地震等で被害が予想される地区のシェルター整備
② 原子力発電所周辺のシェルター整備（放射能対策）
③ 直下型地震が予想される関東地区のシェルター整備
④ 攻撃が予想される地区（米軍、自衛隊基地、重要施設周辺）

４ 当面のシェルター設置場所の設定

① 学校（廃校）の活用（住宅地に近い廃校を優先。校庭の地下等）
② 各種公園の活用（公園の地下にシェルター、平時活用が重要）
③ 現有公用施設（駐車場等）、今後整備予定の施設 他

ＰＦＩ制度を活用して、民間資金の活用を重視
（民間資金でシェルターを建設・維持管理、経費を国費で回収）

㈶ 災害支援財団
SONAYA株式会社

ソフト面（避難誘導、施設維持管理等）
（セキュリティの確保）

（内閣官房、防衛省、消防、自治体等）

種類：核シェルター、津波シェルター、簡易地下シェルター、既存施設補強型シェルター等



Ｐ Ｆ Ｉ に 関 す る 事 項


